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地方公会計 整備 統一的 基準 務書類 公表

総 大臣要請 基 成28 度決算 毎 度 統一的 基準

書類 借対照表 行政コス 計算書 純資産変動計算書 資 支計算書 作

成 公表 あ

書類 政状況 特徴や課 明 一層 政 健全

努 い

地方公共団体 含 官公庁 会計 入 支出 現 主義 採用 毎 度

作成 決算書 単 度会計 単式簿記 用い 支決算 基 作成

い

資料 そ う 入 あ そ う 使 い

う現 動 わ や い 面 整備 建物や土地 そ 他インフ

等資産や将来返済 い 債 行政サ ビス 実施 要 費

用 長期的 総合的 情報 くい あ

国 行政 信頼性 情報公開 徹底 掲 成18 新地方公会計制度研

究会実 研究会 足 総 省事 官通知 5 成23 度 公

会計 4表 整備又 そ 作成 必要 情報開示 要請

  加え そ 翌 地方公共団体 政 健全 関 法 成立 成19

度決算 健全 指標 設定 毎 度 公表 義 付

健全 指標 公表 国 一定様式 い 作成 公会計

書類 様々 モ 混在 独自ス イ 採用 自治体 あ 各団体 比

較 い状況 あ 小規模 自治体 人的理由 組 い実態

あ 新 統一基準 設 総 省 組

統一的 基準 地方公会計 整備 国 マ ュ 作成 開始

成27 1 総 大臣 成29 度 全 地方公共団体 い

統一的 基準 書類等 作成 う要請 出

標津町 い 固定資産 帳 整備 実施 海 自治体シス ム協

議会 会計シス ムやＨＡＲＰ 海 電子自治体共 シス ム 公会計シス

ム 活用 企業会計的手法 あ 生主義 複式簿記 書類 作成

組
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 公会計 対象 す 会計 範

標津町一般会計

標津町国民健康保険特別特別会計 事業 定

標津町国民健康保険特別特別会計 病院事業

標津町介護保険特別会計 事業 定

標津町介護保険特別会計 サ ビス事業 定

標津町後期高齢者 療特別会計

標津町簡易水 特別会計

標津町 水 特別会計

標津町金山地域休養施設等特別会計

根室 部消防事 組合 海 後期高齢者 療広域連合

中標津町外 町葬斎組合 海 市町村職員退職手当組合

根室 部衛生組合 海 総合事 組合

根室 部廃棄物処理広域連合 海 町村議会議員公 災害補償等組合

海 市町村備荒資金組合

※

一般会計等

作成基準日

作成基準日 会計 度 成 度 最終日 あ 成 日

出納閉鎖期間 成 日 日 支 い 基準日

終了 入 い

成 時点 一部 連結団体 い 統一的 基準 成
度決算 書類 作成 完了 い い 連結会計う 海 市町村

職員退職手当組合 海 市町村総合事 組合及び 海 町村議会議員公
災害補償等組合 除い 団体 連結会計 作成 決算 書類 公表

整備 連結団体 決算 書類 作成 場合 連結会計 修
公表

全体会計 

連結会計 
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　 成 9 度決算状況　 財務書類図解

＜全体会計＞

貸借対照表 行政コスト計算書

資産 負債 経常費用 経常収益

億 , 万円 億 , 万円 億 , 万円 億 , 万円

臨時損失 臨時利益

　うち現 預 万円 万円

億 , 万円 純資産

億 , 万円

純行政コスト

△ 億 , 万円

資金収支計算書 純資産変動計算書

年度資 収支額 , 万円 年度純資産変動額 , 万円

うち純行政コスト △ 億 , 万円

前年度 資 残高 億 , 万円 前年度 純資産残高

億 , 万円

年度 歳計外現 残高 , 万円

年度 純資産残高

年度 現 預 残高 億 , 万円 億 , 万円

貸借対照表と

度末時点 資産や 債 残高 ストック情報 を表し い す

純経常行政コスト
　　　△ 億 , 万円

表 左側 資産 標津町 保有し い 路 病院 学校 固定資産や現金預

金 基金 残高を表し 町全体 億 , 万円を保有し い す

表 右側 町債 債 億 , 万円あ 資産 債 を差し引い

純資産 億 , 万円あ を示し い す

貸借対照表 資産を う 源 債 純資産 賄 を表し 債

将来 担を 純資産 現在 世代 担を表し い す
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行政コスト計算書と

純資産変動計算書と

資金収支計算書と

成 度決算 資金収支 , 万円 度末現金預金残高 億 , 万

円 し

度末現金預金残高 貸借対照表 資産 う 現金預金 一致し す

費用 使用料等を差し引い も 純経常行政コスト 毎 度発生す コ

スト す

臨時損失 臨時利益 差額を加え も 純行政コスト す

標津町 全体会計 け 成 度 純行政コスト 純資産変動計算書 純行

政コスト △ 一致し す

純資産 過去 世代や国 担し 将来返済し く も い 産 成 度中

う 増減し を表示し も す

全体会計 純資産 成 度中 , 万円増 度末残高 億 , 万

円 し 金額 貸借対照表 純資産 一致し す

間 行政運営コスト う 福祉 教育 処理 資産形成 施設やインフラ 建

設 整備 い行政サ ビス 要し コストを人件費 物件費等 そ 他 業務費

用 移転費用 区分し 表し も す

間 資金 現金預金 増減 い 行政サ ビスを提供す 業務 業務活動 公

共施設 資産形成 投資活動 町債や基金 資金調 運用 務活動 区分

し う 活動 け資金 必要 あ を表し い す
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各 務書類 説明

 貸借対照表 成 日現在 単位 千円

一般会計等 全体会計 連 結 一般会計等 全体会計 連 結

資産 部 債 部

固定資産 22,831,798 28,256,252 29,944,083 固定 債 7,294,392 8,675,313 9,332,876

形固定資産 18,476,728 23,503,520 25,112,691 地方債 6,595,941 7,941,685 8,383,823

事業用資産 8,967,274 9,514,833 11,051,327 長期 払い金 - - -

土地 2,003,632 2,003,632 2,004,424 退職手当引当金 697,079 697,079 912,532

立木竹 1,358,197 1,358,197 1,358,197 損失補償等引当金 - - -

建物 15,514,981 16,649,575 19,007,866 そ 他 1,372 36,548 36,550

建物減価償却累計額 △ , , △ , , △ , ,

作物 358,046 700,174 1,154,080 流動 債 715,284 1,083,883 1,204,694

作物減価償却累計額 △ , △ , △ , 649,909 982,969 1,092,619

そ 他 - 10,208 10,208 払金 - 2,257 2,257

そ 他減価償却累計額 - △ , △ , 払費用 - - -

建設仮 定 - - - 前 金 - - -

インフ 資産 9,409,703 13,763,099 13,763,099 前 益 - - -

土地 29,169 29,169 29,169 賞 等引当金 54,474 60,368 71,478

建物 27,488 912,651 912,651 預 金 10,901 10,901 10,950

建物減価償却累計額 △ , △ , △ , そ 他 - 27,388 27,389

作物 16,557,401 26,763,784 26,763,784

作物減価償却累計額 △ , , △ , , △ , ,

そ 他 - - -

そ 他減価償却累計額 - - - 債合計 8,009,676 9,759,196 10,537,600

建設仮 定 - - - 純資産 部

物品 290,444 701,522 1,204,041 固定資産等整形分 23,713,635 29,138,089 30,815,953

△ , △ , △ , 余剰金 足分 △ , , △ , , △ , ,

無形固定資産 0 356 378 他団体出資等分 - - -

ソフトウエア - - 22

そ 他 0 356 356

投資そ 他 資産 4,355,069 4,752,375 4,831,014

投資出資金 41,355 41,355 41,355

価証券 13,006 13,006 13,006

出資金 28,350 28,350 28,350

そ 他 - - -

投資損失引当金 - - -

長期延滞債権 83,447 204,359 204,465

長期貸付金 43,069 43,069 43,069

基金 4,120,814 4,402,547 4,480,996

減債基金 461,138 461,138 461,138

そ 他 3,659,676 3,941,319 4,019,858

そ 他 68,562 68,562 68,652

徴 能引当金 △ , △ , △ ,

流動資産 1,181,891 1,438,808 1,464,637

現金預金 289,351 432,354 457,884

金 10,703 105,208 105,358

短期貸付金 - - -

基金 881,837 881,837 881,987

政調整基金 881,837 881,837 881,987

減債基金 - - -

棚卸資産 - 19,408 19,408

そ 他 - - -

徴 能引当金 - - -

純資産合計 16,004,012 19,935,863 20,871,120

資産合計 24,013,688 29,695,059 31,408,720 債及び純資産合計 24,013,688 29,695,059 31,408,720

※ こ 表及び他 三表 千円単位 表示 す 次ペ 説明書 文章中 万円単位 表現 っ います

 四捨五入 基 数値調整 し います 合計額 合わ い場合 あ ます  

科 目 科 目

以 償還予定地方債等

物品減価償却累計額
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■貸借対照表 わ こ

＜町民一人あたりの資産額 負債額＞

一般会計以外 会計別 水 会計 . ％ 簡易水 会計 . ％ 病院会計

. ％ 金山地域休養施設等会計 . ％ 高い率 示 施設

老朽 激 く進 い 見

形固定資産 得価格 対 減価償却累計額 割合 あ 形固定資産減価償却

率 資産老朽 比率 い 一般会計 . ％ 全体会計 . ％ 連結会計

. ％ い

一般会計 解体費 嵩 理由 用途廃 壊 い

い 休 中 形固定資産 多い 比率 押 要因 い

標津町 成 度 時点 資産形成 一般会計等 標津町 一般会計

以 一般会計 いう 億 , 万 全体会計 億 , 万 連結会計

億 万 い

一般会計

全体会計

一人あたり資産額 一人あたり負債額

う 純資産 あ 一般会計 億 万 全体会計 億 , 万 連結会
計 億 , 万 既 過去 世代や国 担 既 支払い 完了 い

面 債合計額 一般会計 億 万 全体会計 億 , 万 連結会計

億 , 万 い 将来世代 担 いく

形成 資産 将来 民 担 債 町民一人あ 成 日現

在 民基 帳人口 , 人 試算 以 同 換算 次 う

差額 支払済み資産

447万円

552万円 182万円

298万円

370万円

149万円

連結会計 占 割合 大 い会計等 資産 い 一般会計 . ％ 水

会計 . ％ 簡易水 会計 . ％ い 一部事 組合等 廃棄物 処

理 根室 部広域連合 根室 部衛生組合 根室 部消防事 組合 合わ . ％

民 密着 生活関連施設等 資産保 高く い 債 い

施設整備費 地方債 面 い 同様 割合 い

総資産 対 返済義 わ い純資産 割合 現在 世代 程度

担 示 純資産比率 い 一般会計 . ％ 全体会計 . ％

連結会計 . ％ い

一般会計 除く各会計 純資産比率 水 会計 . ％ 簡易水 . ％ 病院会

計 . ％ い 水 会計 比率 高い 施設 更新時期 近付い い

意味 い

連結団体 純資産比率 根室 部衛生組合 . ％ 根室 部廃棄物処理広

域連合 . ％ い 施設更新 時期 迎え い

連結会計 584万円 196万円 388万円
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 行政コスト計算書　 成 月 日～ 成 月 日 単位：千円

一般会計等 全体会計 連　　結

経常費用 5,635,168 7,458,302 8,153,072

業務費用 2,833,551 4,252,479 4,737,002

人件費 771,271 1,352,299 1,580,932

職員給 費 860,827 1,435,912 1,620,963

賞 等引当金繰入金 54,474 60,368 71,377

退職手当引当金繰入金 △ , △ , △ ,
そ 他 36,551 36,601 41,010

物件費等 2,000,269 2,709,195 2,948,336

物件費 1,160,214 1,432,305 1,590,877

維持補修費 172,388 189,311 189,555

減価償却費 667,667 935,140 1,014,755

そ 他 - 152,438 153,149

そ 他 業務費用 62,012 190,985 207,735

支払利息 47,862 76,278 81,682

徴収 能引当金繰入金 1,972 10,708 10,712

そ 他 12,178 103,999 115,340

移転費用 2,801,617 3,205,823 3,416,069

補助金等 1,661,501 2,921,684 3,131,040

社会保障給付 276,602 276,602 276,602

他会計へ 繰出金 862,386 - -

そ 他 1,129 7,538 8,428

経常収益 159,595 991,543 1,018,720

使用料及び手数料 99,892 691,379 709,225

そ 他 59,703 300,164 309,494

純経常行政コスト △ , , △ , , △ , ,

臨時損失 277 277 277

災害復旧事業費 - - -

資産除売却損 277 277 277

投資損失引当金繰入金 - - -

損失補償等引当金繰入金 - - -

そ 他 - - -

臨時利益 6,341 6,341 6,341

資産売却益 6,341 6,341 6,341

そ 他 - - -

純行政コスト △ , , △ , , △ , ,

■行政コスト計算書からわかること

　
○町民一人あたりの純経常行政コスト

　・一般会計 102万円　　・全体会計 120万円　　・連結会計 133万円

科　　　　　　　　　　目

成 度 経常費用合計額 使用料等 経常収益 を差し引いた純経常行政コスト

一般会計ベ ス 億 , 万円 全体会計ベ ス 億 , 万円 連結ベ ス

億 , 万円 す を町民一人あた 換算す 次 う ます

純経常行政コスト 臨時損失 臨時利益 差額を加えた純行政コスト 一般会計 億

, 万円 全体会計 億 , 万円 連結会計 億 , 万円 足部分

純行政コスト い 町税 一般 源や国 道補助金 賄 います

経常収益 対す 経常費用 割合 受益者 担率 一般会計 . ％ 全体会計

. ％ 連結会計 . ％ います

特 保育料 担軽減 無料化 子 も医療費 無料化 体育施設 使用料 無料化

一般会計 受益者 担率 低く います 全体会計や連結会計 受益者

担率を押し上 い 簡易水道会計 高い率 あ す
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 純資産変動計算書　 成 月 日～ 成 月 日
単位：千円

固定資産
等形成分

余剰分
不足分

固定資産
等形成分

余剰分
不足分

他団体出
資等分

16,115,213 24,114,947 △ , , 19,910,465 29,544,426 △ , , -

純行政コスト △ △ , , - △ , , △ , , - △ , , -

財源 5,334,810 - 5,334,810 6,343,906 - 6,343,906 -

税収等 4,378,388 - 4,378,388 4,802,930 - 4,802,930 -

国道等補助金 956,422 - 956,422 1,540,976 - 1,540,976 -

度差額 △ , - △ , △ , - △ , -

△ , 424,139 △ , 547,853

459,247 △ , 575,728 △ ,

△ , 670,670 △ , 943,589

344,974 △ , 398,586 △ ,

△ , 557,690 △ , 578,579

資産評価差額 △ △ - △ △ - -

無償所管換等 23,692 23,692 - 142,381 142,381

そ 他 672 - 672 672 - 672

△ , △ , 290,112 25,399 △ , 431,736 -

16,004,012 23,713,635 △ , , 19,935,863 29,138,089 △ , , -

固定資産
等形成分

余剰分
不足分

20,859,256 31,272,143 △ , ,

純行政コスト △ △ , , - △ , ,

財源 7,028,108 - 7,028,108

税収等 5,187,299 - 5,187,299

国道等補助金 1,840,809 - 1,840,809

度差額 △ , - △ ,

△ , 600,244

602,814 △ ,

△ , , 1,023,203

410,980 △ ,

△ , 590,835

資産評価差額 △ △ -

無償所管換等 142,381 142,381 -

そ 他 △ , 2,538 △ ,

11,864 △ , 468,055

20,871,120 30,815,953 △ , ,

有形固定資産等 減少

貸付金 基金等 増加

貸付金 基金等 減少

固定資産等 変動 部
変動

有形固定資産等 増加

有形固定資産等 減少

貸付金 基金等 増加

貸付金 基金等 減少

有形固定資産等 増加

前 度 期首 純資
産残高

度 期 純資
産残高

固定資産等 変動 部
変動

他団体出資等分 増加

他団体出資等分 減少

度純資産変動額

科　　　　　　　　　　目

連 　結

合　計

前 度 期首 純資
産残高

他団体出資等分 増加

他団体出資等分 減少

度純資産変動額

度 期 純資
産残高

合　計 合　計

一般会計等

科　　　　　　　　　　目

全体会計
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■純資産変動計算書からわかること

○町民一人あたりの純資産残高　

　・一般会計　298万円　　・全体会計　371万円　　・連結会計　388万円

成 度 おけ 純資産 い 一般会計ベ ス 度中 億 , 万 減 度

純資産残高 億 万 全体会計ベ ス , 万 増 度 残高

億 , 万 連結会計ベ ス , 万 増 億 , 万 ます こ を町民一人あ

た 換算す 次 よう ます

純行政コスト 税収や国 道補助金等を充 も賄い い差額 上記表 度差額 い

一部過疎対策事業債 ソフト分 特定目的基金 繰入や前 度繰越金 賄 い 現状

あ ます
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 資金収支計算書　 成 9 月 日～ 成 月 日 単位：千円

一般会計等 全体会計 連　　結
業務活動収支

業務支出 5,141,900 6,645,491 7,232,108

業務費用支出 2,340,283 3,439,668 3,816,040

人件費支出 947,642 1,527,941 1,728,038

物件費等支出 1,332,601 1,614,536 1,775,870

支払利息支出 47,862 86,826 92,230

その他の支出 12,178 210,365 220,901

移転費用支出 2,801,617 3,205,823 3,416,069

補助金等支出 1,661,501 2,921,684 3,131,040

社会保障給付支出 276,602 276,602 276,602

他会計への繰出支出 862,386 - -

その他の支出 1,129 7,538 8,428

業務収入 4,900,052 6,276,760 6,983,862

税収等収入 4,378,431 4,689,042 5,072,937

国道等補助金収入 363,488 602,336 902,169

使用料及び手数料収入 97,943 726,236 744,083

その他の収入 60,189 256,145 264,673

臨時支出 - - -

災害復旧事業費支出 - - -

その他の支出 - - -

臨時収入 - - -

業務活動収支 △ , △ , △ ,
投資活動収支

投資活動支出 803,549 977,776 1,025,125

公共施設等整備支出 459,247 580,228 607,313

基金積立金支出 338,622 391,869 409,648

投資及び出資金支出 - - -

貸付金支出 5,680 5,680 8,165

その他の支出 - - -

投資活動収入 1,158,021 1,599,171 1,620,058

国道等補助金収入 592,934 592,934 592,934

基金取崩収入 552,166 559,634 569,470

貸付金元金回収収入 3,854 3,854 7,277

資産売却収入 9,067 9,067 9,067

その他の収入 - 433,682 441,310

投資活動収支 354,472 621,395 594,933

財務活動収支
財務活動支出 626,702 957,487 1,057,044

地方債償還支出 623,845 954,630 1,054,187

その他の支出 2,857 2,857 2,857

財務活動収入 551,549 769,390 769,390

地方債発行収入 551,549 757,249 757,249

その他の収入 - 12,141 12,141

財務活動収支 △ , △ , △ ,
度資金収支額 37,471 61,567 59,033

前 度 資金残高 240,979 359,886 387,901

度 資金残高 278,449 421,453 446,934

前 度 歳計外現金残高 10,575 10,575 10,597

度歳計外現金増減額 326 326 354

度 歳計外現金残高 10,901 10,901 10,951

度 現金預金残高 289,351 432,354 457,885

科　　　　　　　　　　目
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■資金収支計算書からわかること

成 度 け 資金収支 一般会計ベ ス , 万円 増 全体会計 , 万

円 増 連結会計 , 万円 増 ました

そ 結果 度末 資金残高 一般会計 億 , 万円 全体会計 億 , 万円

連結会計 億 , 万円 ます

地方債 政活動収支 除く収入 支出［業務活動収支 支払利息支出 除く ＋

投資活動収支 基金分 支出 収入 除く ］ 基礎的 政収支 プ イマ バ ンス

一般会計 △ , 万円 全体会計 億 , 万円 連結会計 億 , 万円

っ います

資金収支活動 性質上 業務活動 収入不足 補うた 基金 崩収入 投資活動

収入 っ い こ 業務活動収支 大幅 マイナス値 っ 上記 一

般会計 プ イマ バ ンス マイナス値 示し い こ 行政サ ビス い

益 担 無償化や軽減化 図っ い こ そ 一因 っ い す

一般会計 含 た全体会計や連結会計 経営 採算性 求 会計や一部事務組合

含 い こ プ イマ バ ンス 均衡 保た プ ス値 っ います

また 政活動収支 一般会計 △ , 万円 全体会計 △ 億 , 万円 連結会計

△ 億 , 千円 っ 成 度 い 地方債 発行額 償還支

出 多く っ います
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　 務書類 らわ こ 一部再掲

１ 　資産形成度　 将来世代 残 資産 くらいあ

○　町民一人あた の資産額 資産合計÷住民基 帳人口

　一般会計　 万円　　　 　全体会計　 万円 　連結会計　 万円

○　有形固定資産減価償却率 有形固定資産の減価償却累計÷ 得価格等

　一般会計　 . ％　　 　全体会計　 . ％ 　連結会計　 . ％

　世代間公 性　 将来世代 現世代 担 担 適

○　純資産比率 純資産÷総資産

　一般会計　 . ％　　 　全体会計　 . ％ 　連結会計　 . ％

○ 社会資 形成の世代間 担率 地方債 臨時 政対策債 除く ÷有形固定資産

　一般会計　 . ％　　 　全体会計　 . ％ 　連結会計　 . ％

　持続可能性　 政 持続可能性 あ くらい借入 あ
○　町民一人あた の 債額 債÷住民基 帳人口

　一般会計　 万円　　　 　全体会計　 万円 　連結会計　 万円

○ 債務償還 能年数 参考指標 しての計算式

　　 将来 担額－充当 能基金＋充当 能 源 ÷

社会資本 整備結果 示す有形固定資産 形成コスト 将来 担 地方債

債 け 担し 表し す

こ 指標 高いほ 将来世代 担すべ 割合 高いこ 示し す

有形固定資産 い も取得価格 対す 減価償却累計額 割合 計算す こ

耐用年数 対し 償却資産 取得 程度経過し い 全体 し 把握

す こ す

％ 近いほ 老朽化 程度 高い いうこ す

企業会計 いう 自己資本比率 相当し こ 比率 高いほ 政状況 健全 あ

言わ い す 地方公共団体 い 総資産 対し 返済義務 い純

資産 く い 割合 い いうこ 現在 世代 程度 担

し 表し い す

将来 担額－充当 能基金＋充当 能 源 ÷ 業務収入＋減収補て 債
特例分年度 残高＋臨時 政対策債年度 残高－業務支出-支払利息

決算時 算定さ 健全化４指標 公営企業や一部事務組合等 起こし 地方債
償還 源 充 繰出金や 担金 含 い こ 将来 担比率 マイナス値

算定さ いこ ここ 統一基準 算式 使用し い 上記 う 算定す
も す

統一基準 現行 算定式 次 う す

債務償還可能年数＝ 将来 担額－充当可能基金残高 ÷ 業務収入＋減収補 債
 特例分発行額＋臨時 政対策債発行可能額－業務支出

成30 1月1日現

在人口 5,375人 
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　債務償還可能 数　　 . 　

　効率性　 行政サ ビス 効率的 提供さ い
○　町民一人あた の行政コスト 各行政コスト÷住民基 帳人口

　一般会計　 万円　 　 　全体会計　 万円　 　連結会計　 万円　

　町民一人あた 人件費

　一般会計　　 万円　 　 　全体会計　　 万円 　連結会計　　 万円

　町民一人あた 物件費等

　一般会計　　 万円　 　 　全体会計　　 万円 　連結会計　　 万円

　町民一人あた 移転費用 補助金や社会保障給付

　一般会計　　 万円　 　 　全体会計　　 万円　 　連結会計　　 万円　

○　 益者 担の割合 経常収益÷経常費用

　一般会計　 . ％　　 　全体会計　 . ％ 　連結会計　 . ％

　自立性　 歳入 くらい税収等 賄わ い 受益者 担 水準 う
　　 っ い

債務償還可能年数 地方債や退職引当金 い 実質債務 すべ 対し償還

源上限額 すべ 償還 充当し 場合 何年 現在 債務 償還 示す

指標 債務償還可能年数 短いほ 債務償還能力 高い いえ す

債務 償還原資 経常的 業務活動 け確保 い いうこ 債

務償還能力 把握す うえ 重要 指標 す

　町民一人あた 純経常行政コスト 資産形成以外の行政サービスか 使用
　 料 の収入 差し引いたもの
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6 財務書類に係る注記 一般会計等 全体会計 連結会計

注記 一般会計等

 重要 会計方針
形固定資産等 評価基準及び評価方法

価証券等 評価基準及び評価方法

形固定資産等 減価償却 方法
形固定資産 事業用資産 インフ 資産

定額法 採用

無形固定資産
定額法 採用

引当 計 基準及び算定方法
徴収 能引当

過去3 間 均 納 損率 計

賞 引当

退職給付引当

損失補償引当

ス 引 処理方法

資 収支計算書 け 資 範囲

そ 他 務書類作成 基 重要 事項
消費税 会計処理

税込方式

 重要 会計方針 変更等

開始時 け 形固定資産等 評価 原則 得原価 得原価 明 原則
再調 原価 開始後 い 原則 得原価 再調 原

価 評価 行わ いこ

出資 う 市場価格 あ 会計 度 け 市場価格 持 借対照表価額

出資 う 市場価格 い 出資 額 持 借対照表価額
市場価格 い い 出資先 政状態 悪化 出資 価値 著 く

場合 相当 減額 行うこ 出資 額 価値 割合 ％
以 あ 場合 著 く 場合 該当

翌 度 支給 定 期 勤勉手当 う 全支給対象期間 対 度 支給対象期間
割合 乗 額 計

地方公共団体 政健全化法 け 退職手当支給額 係 担見込額算定方法 従

地方公共団体 政健全化法 け 損失補償債務等 係 一般会計等 担見込額算定方式 従

総務省 今後 地方公会計 推進 関 研究会 報告 統一的 基準 他団体 比較
可能性 開始時 い 路 河川及び水路 敷地 い 再調 価格

当時 い 得原価 明 得原価 得原価 明 備忘
価格 成 度 成 度 得 資産 い 様 処
理 行

フ イナンス ス 引 い 通常 売 引 係 方法 準 会計処理 行
少額 ス資産及び短期 ス 引 簡易的 扱い 通常 賃 借 係

方法 通常 賃 借 係 方法 準 会計処理 行

現 手許現 及び要求払預 及び現 等額 ヶ 以 短期投資 資 範囲
こ う 現 等額 短期投資 他 出納整理期間中 引 生 資

け払い 含
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 重要 後 事象
主要 業務 改廃

該当 事象 あ

組織 機構 大幅 変更
該当 事象 あ

地方 政制度 大幅 改正
該当 事象 あ

重大 災害等 生
該当 事象 あ

そ 他重要 後 事象
該当 事象 あ

 偶 債務
保証債務及び損失補償債務 担 状況

係 中 訟等 損害賠償等 請求 け い
単 ：千

そ 他主要 偶 債務
該当 事象 あ

 追加情報
務書類 容 理解 必要 認 事項
一般会計等 務書類 対象範囲 通
一般会計

一般会計等 普通会計 対象範囲等 差異
一般会計等 普通会計 対象範囲 一般計 対象 い

出納整理期間 い

地方公共団体 政健全化法 け 健全化 断比率 状況 通

実質赤 比率 ％
連結実質赤 比率 ％
実質公債費比率 ％
将来 担比率 ％

利子補給等 係 債務 担行為 翌 度以降 支出 定額
定額 千

合計

務書類 作成基準日 会計 度 日 出納整理期間中 現
け払い等 終了 後 計数 会計 度 計数 地方自治体法
第 条 普通地方公共団体 出納 翌 度 日 閉鎖

各項目 額 表示単 満 四捨五入 い 合計等 額 一致 い場合 あ

7.6

称等 訟等 額 事件番号 概要

- - - -

- - - -

合計

団体
出資割合

％
損失補償限度額 千

う 政健全化法 将来 担比
率 算定 将来 担額 額

総務省 今後 地方公会計 推進 関 研究会 報告 統一的 基準 表示方法 合わ
従前 務書類 大幅 表示 変更 行
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繰越事業 係 将来 支出 定額
費逓 繰越額 一般会計 千

繰越明許費 一般会計 千
事故繰越額 一般会計 千

過 度修正 関 事項
該当 事象 あ

2 借対照表 係 事項
基準モ 統一的 基準モ へ移行 こ 影響
従前 務書類 公開 影響 あ

売却可能資産 係 資産科目 額及びそ 範囲
土地 千 売却可能 千
立木竹 千 売却可能 千
建物 千 売却可能 千
工作物 千 売却可能 千
物品 千 売却可能 千

記 額 借対照表 け 簿価額 記載 い

減価償却累計額
間接法 表示 こ 記載 要

減債基 係 積立 足 無及び 足額
該当 事象 あ 千

基 借入 繰替運用 容
政調整基 繰替運用 資 額 千

健全化資料 4 表 千

標準 政規模 千
イ

千
ウ 将来 担額 千
エ 充当可能 額 千

特定 源見込額 千
地方債現在高 係 基準 政需要額算入見込額 千

該当 事象 あ 千

該当 事象 あ

路 河川及び水路 敷地 評価額
千

PFI事業 係 資産
該当 事象 あ

3 行政コス 計算書 係 事項
該当 事象 あ

49,070

2,032,801 -

1,358,197 -

3,839,917

15,542,469 -

16,915,447 -

290,444 -

900,000

地方交付税措置 あ 地方債 う 将来 普通交付税 算定基礎 あ 基準 政需
要額 含 こ 見込 額

5,931,227

将来 担 関 情報 地方公共団体 政健全化法 け 将来 担比率 算定要
素

元利償還 純元利償還 係 基準 政需要額算入額
22,025

9,547,411

11,242,415

228,040

5,931,227

自治法第 条 基 く長期 契約 借対照表 計 さ ス債務
額

管理者 所 者 異 指定区間外 国 や指定区間 一級河川等及び表示 記 行
わ い い法廷 公共物

889
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4 純資産変動計算書 係 事項

純資産 け 固定資産等形成分及び余剰分 足分 容

5 資 収支計算書 係 事項

基礎的 政収支
業務活動収支 支払利息支出 除く 千
投資活動収支 基 除く 千
基礎的 政収支(プ イマ バ ンス) 千

既 決算情報 関連性
会計間 繰出 繰入 相殺処理

資 収支計算書 業務活動収支 純資産変動計算書 度差額 差額
主 以 通

賞 等引当 繰入額 千
イ 退職手当引当 繰入額 千
ウ 減価償却費 千
エ 資産除売却損 千

. 賞 等引当 繰戻額 前 度繰入額 千

. 退職手当引当 繰戻額 前 度繰入額 千

一時借入
該当 引 あ

重要 非資 引
該当 引 あ

△ 193,987

固定資産等形成分 資産形成 充当 資源 蓄積さ 原則 固
定資産等 形態 保 さ い 余剰分 足分 費消可能 資源 蓄積さ

原則 銭 形態 保 さ い

△ 50,264
△ 877,669

140,928

△ 53,059

54,474

697,079

667,667

277
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注記 全体

． 重要 会計方針
形固定資産等 評価基準及び評価方法

価証券等 評価基準及び評価方法

形固定資産等 減価償却 方法
形固定資産 事業用資産 インフ 資産

定額法 採用

無形固定資産
定額法 採用

引当 計 基準及び算定方法
徴収 能引当

過去3 間 均 納 損率 計

賞 引当

退職給付引当

損失補償引当

ス 引 処理方法

資 収支計算書 け 資 範囲

そ 他 書類作成 基 重要 事項
消費税 会計処理

税込方式
 重要 後発事象

主要 業 改廃

地方公共団体 政健全化法 け 損失補償債 等 係 一般会計等 担見込額算定方式 従

ファイナンス ス 引 い 通常 売 引 係 方法 準 会計処理 行
少額 ス資産及び短期 ス 引 簡易的 扱い 通常 賃 借 係

方法 通常 賃 借 係 方法 準 会計処理 行

現 手許現 及び要求払預 及び現 同等額 ヶ 以 短期投資 資 範囲
こ う 現 同等額 短期投資 他 出納整理期間中 引 発生 資

け払い 含

地方公共団体 政健全化法 け 退職手当支給額 係 担見込額算定方法 従

開始時 い 路 河川及び水路 敷地 い 再調 価格 当時
い 得原価 明 得原価 得原価 明 備忘価格

成 度 成 度 得 資産 い 同様 処理 行

開始後 い 原則 得原価 再調 原価 評価 行わ いこ

出資 う 市場価格 あ 会計 度 け 市場価格 持 借対照表価額

出資 う 市場価格 い 出資 額 持 借対照表価額
市場価格 い い 出資先 政状態 悪化 出資 価値 著 く

場合 相当 減額 行うこ 出資 額 価値 割合 ％
以 あ 場合 著 く 場合 該当

翌 度 支給 定 期 勤勉手当 う 全支給対象期間 対 度 支給対象期間
割合 乗 額 計
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該当 事象 あ せ

組織 機構 大幅 変更
該当 事象 あ せ

地方 政制度 大幅 改正
該当 事象 あ せ

重大 災害等 発生
該当 事象 あ せ

そ 他重要 後発事象
該当 事象 あ せ

 偶発債
保証債 及び損失補償債 担 状況

該当 事象 あ せ

係 中 訴訟等 損害賠償等 請求 け い
該当 事象 あ せ

そ 他主要 偶発債
該当 事象 あ せ

4 追加情報

全体 書類 対象範囲 通
一般会計等 ：一般会計
事業会計 ：国民健康保険特 会計 事業 定 介護保険特 会計 事業 定

介護保険特 会計 サ ビス事業 定 後期高齢者医療特 会計   
公営企業 法非適 ：簡易水 特 会計 水 特 会計

山地域休養施設等特 会計    
公営企業 法適 ：国民健康保険特 会計 病院事業               

出納整理期間 い

連結 書類作成 手引 沿 連結対象団体(会計)間 行わ い 操出 繰入
べ 部 引 相殺消去

書類 作成基準日 会計 度 日 出納整理期間中 現
け払い等 終了 後 計数 会計 度 計数 地方自治体法
第 条 普通地方公共団体 出納 翌 度 日 閉鎖

各項目 額 表示単 満 四捨五入 い 合計等 額 一致 い場合 あ

法適用 公営事業会計 公会計 定科目体系 異 こ 読 替え 行 作成
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注記 連結会計

． 重要 会計方針
形固定資産等 評価基準及び評価方法

価証券等 評価基準及び評価方法

形固定資産等 減価償却 方法
形固定資産 事業用資産 インフ 資産

定額法 採用

無形固定資産
定額法 採用

引当 計 基準及び算定方法
徴収 能引当

過去3 間 均 納 損率 計

賞 引当

退職給付引当

損失補償引当

ス 引 処理方法

資 収支計算書 け 資 範囲

地方公共団体 政健全 法 け 損失補償債 等 係 一般会計等 担見込額算定
方式 従

ファイナンス ス 引 い 通常 売 引 係 方法 準 会計処理
行 少額 ス資産及び短期 ス 引 簡易的 扱い

通常 賃 借 係 方法 通常 賃 借 係 方法 準 会計処理 行

地方公共団体 政健全 法 け 退職手当支給額 係 担見込額算定方法 従

開始時 い 路 河川及び水路 敷地 い 再調 価格
当時 い 得原価 明 得原価 得原価 明 備忘

価格 成 度 成 度 得 資産 い
同様 処理 行

開始後 い 原則 得原価 再調 原価 評価 行わ いこ

出資 う 市場価格 あ 会計 度 け 市場価格 持 借対照
表価額

出資 う 市場価格 い 出資 額 持 借対照表価額
市場価格 い い 出資先 政状態 悪 出資

価値 著 く 場合 相当 減額 行うこ 出資
額 価値 割合 ％以 あ 場合 著 く 場合 該当

翌 度 支給 定 期 勤勉手当 う 全支給対象期間 対 度 支給
対象期間 割合 乗 額 計
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そ 他 書類作成 基 重要 事
消費税 会計処理

税込方式
 重要 後発事象

主要 業 改廃
該当 事象 あ せ

組織 機構 大幅 変更
該当 事象 あ せ

地方 政制度 大幅 改正
該当 事象 あ せ

重大 災害等 発生
該当 事象 あ せ

そ 他重要 後発事象
該当 事象 あ せ

 偶発債
保証債 及び損失補償債 担 状況

該当 事象 あ せ

係 中 訴訟等 損害賠償等 請求 け い
該当 事象 あ せ

そ 他主要 偶発債
該当 事象 あ せ

4 追加情報

各 書類 対象範囲 通
一般会計等 書類

一般会計
全体 書類

事業会計 ：国民健康保険特 会計 事業 定 介護保険特 会計 事業 定
介護保険特 会計 サ ビス事業 定 後期高齢者医療特 会計  

公営企業 法非適 ：簡易水 特 会計 水 特 会計
山地域休養施設等特 会計

公営企業 法適 ：国民健康保険特 会計 病院事業
連結 書類

一部組合：
根室 部消防事 組合 比例連結
中標津町外2町葬斎組合 比例連結
根室 部衛生組合 比例連結
根室 部廃棄物処理広域連合 比例連結

海 市町村備荒資 組合 比例連結
海 後期高齢者医療広域連合 比例連結

現 手許現 及び要求払預 及び現 同等額 ヶ 以 短期投資 資
範囲 こ う 現 同等額 短期投資 他 出納整理期間中

引 発生 資 け払い 含
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※ 一部組合 い 連結可能組合分 書類 作成
連結可能 組合 連結対象

出納整理期間 い

一部事 組合 会計 度 日

連結 書類作成 手引 沿 連結対象団体(会計)間 行わ い 資 出資
( 入) 付(借入) 返済(回収) 利息 支払い( ) 売 (支払) 操出(繰入) 原則

べ 部 引 相殺消去

全体 書類 作成基準日 会計 度 日 出納整理期間
中 現 け払い等 終了 後 計数 会計 度 計数

地方自治体法第 条 普通地方公共団体 出納 翌 度
日 閉鎖

各 目 額 表示単 満 四捨五入 い 合計等 額 一致 い場
合 あ

第 セク 等 会計 公会計 定科目体系 異 こ 読 替え 行
作成
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